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D滑走路 埋立／桟橋接続部の護岸構造の最適化 
～水平変形を抑制する護岸構造と消波型上部構造の設計～ 

 
接続部護岸・桟橋工区○新原雄二 

鹿島 加藤浩司・砂坂善雄・木暮健・池谷毅・稲垣聡、東亜建設工業 浅沼丈夫・田代聡一 

埋立(Ⅳ)工区 大和屋隆司 
キーワード：鋼管矢板井筒構造、最適化、耐震設計、FLIP、消波護岸 

1. まえがき 
埋立／桟橋接続部（以下、接続部）の実施設計におい

ては、「鋼管矢板井筒護岸構造の常時変位及び地震時残留

変位について、より一層の抑制の可能性等構造系の最適

化について引き続き検討することが必要である」との技

術検討委員会の指摘を踏まえて基本設計断面からの変更

を行った。本報告は、接続部の実施設計における変更の

うち、FLIPによる鋼管矢板井筒護岸の耐震設計及び消波

型上部構造の設計概要について述べるものである。 

接続部の設計フローを図1-2に示す。鋼管矢板井筒に

よる護岸構造の設計は、①立体骨組みモデルによる設計

(静的設計)、②施工中・供用期間中の地盤変形に対する

弾粘塑性解析による照査、③地震時の地盤変形に対する

動的解析 FLIPによる照査の３つの設計手法に基づいて

いる。 

2. 接続部護岸の基本設計からの最適化 
2-1 基本設計断面の概要 
接続部護岸の基本設計断面を図2-1に示す。基本設計

では、鋼管矢板井筒の前面には幅75mの捨石マウンド（前

面マウンド）を構築し、その直下の軟弱粘土層（①-C層）

を低置換SCP改良するものであった。前面マウンド形状

が大きいために地盤変位の影響が No.17JKTの杭にまで

及んでいたため、より一層の地盤変位の低減が望まれた。

また、上部構造については現場打ちコンクリートによる

RCボックスカルバート構造を採用していた。 

2-2 実施設計における護岸構造最適化 
接続部護岸の実施設計断面を図2-2に、基本設計から

の変更点を表2-1に示す。実施設計断面では前面マウン

ドの幅を50mに狭めてNo.17JKTを前面マウンドの外に配

置して地盤変位の影響を受けないようにした。また、マ

ウンド直下のSCPによる地盤改良を高置換とし、さらに

鋼管矢板井筒幅を広げることにより井筒護岸の変形を抑

制した。背面側についても、軽量混合処理土の範囲を拡

大して圧密沈下量を低減し、背面側の地盤変位を抑える

等の対策を行った。 
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図1-1 埋立／桟橋接続部 
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図1-2 接続部護岸の設計フロー 
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図2-1 埋立／桟橋接続部の基本設計断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-2 埋立／桟橋接続部の実施設計断面 

表2-1 基本設計断面から実施設計断面への変更点 

変更項目 基本設計 実施設計 変更理由 

① 
消波構造への変

更 

ボックスカルバート形状

の直立護岸構造 

前面壁をスリット形式と

した消波構造の採用 

・渡り桁への揚圧力作用の軽減 

・反射波低減による航行船舶への影響軽減 

・反射率低減による桟橋部カバープレートの全面設置 

② 
背面壁鋼管矢板

の本設利用 

背面壁は、埋立側鋼管矢

板の内側にRC直立壁とし

構築 

背面壁は、埋立側鋼管矢

板を本設利用する構造に

変更 

・背面壁と埋立側鋼管矢板の位置を一致させることで、背面

固化処理土の沈下に対する頂版の引っかかりを無くし、背

面縁切り材の設置を省略 

③ 
前面マウンド規

模縮小 
No.17JKTまで設置 No.18JKTまで設置 

・地盤変位による桟橋杭への影響範囲を縮小、ジャケット

構造を最適化 

④ 
前面 SCP高置換

改良の採用 
低置換３０％改良 高置換７８％改良の採用 

・護岸の常時及び地震時の変形抑制、及び護岸前面桟橋への

影響軽減を目的として断面最適化 

⑤ 
背面 SCP低置換

改良幅の縮小 
改良幅３５ｍ 改良幅１５ｍ 

・改良範囲は前面盛土施工時の安定（①Ｃ層下端から約45°

の範囲）と護岸直背面の沈下抑制効果を考慮し最適化 

⑥ 井筒幅の拡幅 ７本 ９本 
・護岸の常時及び地震時の変形抑制、及び護岸前面桟橋への

影響軽減を目的として断面最適化 

⑦ 
固化処理土法勾

配の変更 

中仕切り堤２から揚土に

かけて１：２の勾配で立

ち上げ 

中仕切り堤１法肩に小段

を設け、揚土の各施工段

階において小段を設置 

・埋立の荷重変化の平準化による沈下と水平変位の軽減 

⑧ 舗装構造の変更 
埋立舗装構造を上部構造

PC桁上へ延長 

下層路盤をAs安定処理路

盤、路床をｸﾗｯｼｬｰﾗﾝｽﾗｸﾞ

に変更 

・弾性変形量差の緩和 

・維持管理・補修工事の軽減 
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3. 接続部護岸の設計 
3-1 常時(供用時)の設計と地盤変形照査 
3-1-1 静的解析による設計 
静的設計は接続部護岸が作用荷重に対して十分な

構造安全性を確保することを目的として、港湾基準

1)や道路橋示方書2),3)、便覧4)・マニュアル5),6)など

に準拠し、立体骨組みモデルを用いて護岸構造の部

材設計を行った 7)。解析モデルを図3-1に示す。静

的解析によって鋼管矢板の杭頭部板厚や頂版の部材

等が決定した。 

3-1-2 自重解析による変形照査 
施工中から供用期間中に生じる護岸変形に十分

配慮した設計とするため、埋立に伴う粘性土の圧密

状態や地盤改良の効果、施工履歴の影響を評価でき

る関口・太田モデル(修正カムクレイ型)を用いた弾

粘塑性FEM解析（自重解析）を実施し、施工中～供

用期間中の変形照査及び鋼管矢板の発生応力度の照

査を行った。モデル化の詳細等については文献8)に

おいて報告する。自重解析によって地中部の鋼管矢

板の板厚が決定した。 

3-2 接続部護岸の耐震設計と地震時変形照査 
3-2-1 地震時に対する設計方針 
(1) 耐震設計の方針 
接続部護岸の耐震設計のフローを図

3-2に示す。部材設計については、静

的設計において設計水平震度kh＝0.22

の地震力に対して、部材発生応力度が

許容応力度以下となるよう設計してい

る。さらに、地震時変形照査として、

要求水準書に規定された地震動に対す

る要求性能が確保されていることを、

FLIPを用いた動的解析により確認し

た。以下では、FLIPによる地震時変形

照査について述べる。 

(2) 要求水準書の耐震性能と照査基準 
要求水準書において接続部護岸に要

求された耐震性能を表3-1に示す。こ

れらの耐震性能に対する照査基準は、

要求水準書、港湾基準並びに鉄道標準

9)に従って設定した。設定した照査基

準を表3-2に示す。 

   

埋立側 

鉛直方向地盤バネ kSV 

（弾塑性バネ） 

桟橋側 

水平方向地盤バネ kH 

鉛直方向地盤バネkSＶ 

（弾塑性バネ） 

鋼管矢板下端 

鉛直方向地盤バネ kV 

（弾塑性バネ） 

鋼管矢板： 

梁要素でモデル化 

内部土： 

ソリッド要素でモデル化 

高耐力継手： 

押し抜きせん断試験結

果から設定した非線形

バネでモデル化 

背面壁、PC 桁： 

シェル要素でモデル化 

頂版： 

ソリッド要素でモデル化 

スリット柱： 

梁要素でモデル化 

非線形バネ

継手のモデル化

非線形バネ

継手のモデル化

 

図3-1静的設計に用いた３次元解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2 接続部護岸の耐震設計フロー 

表3-1 要求水準書に示される耐震性能 

地震波 耐震性能 

レベル1 

地震動 

・補正最大基盤加速度 

439Gal(八戸・大船渡波) 

構造物としては軽微な被害程度

とし強度、安定性を確保すること 

レベル2 

地震動 

・補正最大基盤加速度 

486Gal(八戸・大船渡波) 

・シナリオ地震 

構造物としては著しい被害を受

けるが崩壊しないこと 
 

桟橋なしモデルによる 

動的解析（FLIP） 

・応答塑性率 
・部材の曲率（損傷度を判定） 
・杭の支持力 

桟橋杭位置の 
地盤変位 

静的解析による地震時の設計 

接続部護岸の照査 

桟橋ありモデルによる 

動的解析（FLIP） 

桟橋部の動的解析 

相対変位の照査 

・支承、伸縮装置の設計(レベル 1) 

・桁かかり、ノックオフの設計（レベル２） 

相対変位の照査 

・支承、伸縮装置の設計(レベル 1) 

・桁かかり、ノックオフの設計（レベル２） 

 

【FLIP による変形照査】 

開 始 

終 了 

構造変更 NG 

OK 

構造変更 NG 

構造変更 NG 

OK 

OK 

kh=0.22 の地震力に対する

許容応力度設計 
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3-2-2 FLIPによる地震時変形照査 
(1) 解析モデルの概要 
FLIPによる動的解析は、桟橋がない状態で

接続部護岸のみをモデル化した「桟橋なしモ

デル」と、接続部護岸及び桟橋部を一体とし

てモデル化した「桟橋ありモデル」の２ケー

スを実施した。桟橋なしモデルでは鋼管矢板

井筒構造の応答塑性率、部材の損傷レベル、

杭の支持力、支承・伸縮装置の変形量の照査

を行い、桟橋ありモデルでは支承・伸縮装置

部の変形量の照査を対象とした。 

(2) 地盤及び接続部護岸のモデル化 
解析モデルを図3-2に示す。地盤はマルチ

スプリング要素でモデル化し、地盤と鋼管矢

板が接する面については滑り・剥離を考慮で

きるジョイント要素を用いた。接続部護岸は

鋼管矢板1本ごとに全塑性モーメントを剛性

変化点とするバイリニア型履歴特性を有する

２次元非線形梁要素でモデル化し、隔壁鋼管矢板の高耐力継手はせん断試験及び交番載荷試験により設定し

た強度、変形特性を考慮した非線形バネとした。また、桟橋ありモデルでは桟橋部のジャケット14基をモデ

ル化した。 

(3) 弾粘塑性解析（自重解析）結果との重ね合せ 
施工中に発生する変位の影響に関しては、関口・太田モデルによる自重解析結果と FLIPの結果を足し合

わせて評価した。鋼管矢板部材の応答塑性率、部材損傷度を判定する曲率に関しては、鉄道標準による抗土

表 3-2地震時変形照査における照査基準 

要求水準書の記述 照査方針 照査結果

要求内容 対象 照査方法 耐震性能 照査項目 照査基準 設定根拠 損傷レベル

（レベル１地震動） 接続部 地震後も当初 応答塑性率μ 応答塑性率μ≦1.3 要求水準書に記載された連絡誘導路
八戸・大船渡波 護岸 必要な安定性 　降伏：井筒前面杭が全塑性 橋梁部、桟橋部の許容値を使用
（439Gal） を確保 　ﾓｰﾒﾝﾄに達した時点

鋼管矢板部材 損傷レベル２以下 港湾基準の局部座屈発生ひずみεmax
構造物としては軽微 の損傷度 　応答曲率が局部座屈発生時 に達したときの曲率φmを設定

な被害程度とし強度、 　の曲率φm以下

安定性を確保する
こと。

杭の押込み支持力 極限支持力、最大引抜き力に 要求水準書に記載された連絡誘導路
、引抜き支持力 対して安全率1.5を確保 橋梁部、桟橋部の安全率を使用
上部構造部材の 損傷レベル２以下 鉄道標準の算定式を適用
損傷度 　最大曲げモーメントMmを維持

　出来る最大の曲率φm以下

支承 伸張方向の最 桟橋～護岸天端 桟橋～護岸天端の相対変位が 要求水準書に従う
伸縮装置 大変形量の２ の相対変位 　伸張方向：変形性能の1/2以下

倍以上の性能 　縮小方向：変形性能以下
を有すること 　桟橋なしﾓﾃﾞﾙと桟橋ありﾓﾃﾞﾙ

　の最大相対変位で照査
（レベル２地震動） 接続部 地震後にも崩 応答塑性率μ 応答塑性率μ≦2.5 要求水準書に記載された連絡誘導路
八戸・大船渡波 護岸 壊せず、最低 　降伏：井筒前面杭が全塑性 橋梁部、桟橋部の許容値を使用
（486Gal） 限の安定性を 　ﾓｰﾒﾝﾄに達した時点
シナリオ地震 確保 鋼管矢板部材 損傷レベル３以下 鉄道標準の算定式を適用

の損傷度 　　応答曲率が損傷ﾚﾍﾞﾙ３
構造物としては著しい 　　限界点の曲率φnd以下
被害を受けるが崩壊

しなこと
杭の押込み支持力 極限支持力、最大引抜き力に 要求水準書に記載された連絡誘導路
、引抜き支持力 対して安全率1.0を確保 橋梁部、桟橋部の安全率を使用
上部構造部材の 損傷レベル３以下 鉄道標準の算定式を適用
損傷度 　降伏モーメントMyを維持出来る

　最大の曲率φn以下

支承 落橋防止対策 桟橋～護岸天端 桟橋～護岸天端の相対変位 要求水準書に従う
伸縮装置 を施すこと の相対変位 　以上の桁かかり長を確保

（予測変形量 　桟橋なしﾓﾃﾞﾙと桟橋ありﾓﾃﾞﾙ
以上の桁かか 　の最大相対変位で照査
り長を確保等）

可動量の範囲内

損傷レベル２
（鋼管矢板浅部；全塑性）
（鋼管矢板深部；初期降伏）

応答塑性率μ=1.4
(自重解析結果も含む)

耐震性能Ⅱ

耐震性能Ⅲ

応答塑性率μ=1.0以下
(自重解析結果も含む)

弾性範囲内

極限支持力に対して安全率3.2

弾性範囲内

損傷レベル２
(塑性域初期)

ノックオフ機能により桁の崩壊・
落橋は生じない

極限支持力に対して安全率2.4
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カルバート(梁要素)

杭頭部は頂板と剛結

地盤(マルチスプリング要素)

継ぎ手(非線形バネ要素)

隔壁鋼管矢板(非線形梁要素)

外壁鋼管矢板(非線形梁要素)

ジョイント要素

二重節点

頂 版 Ks

Kn

杭と地盤の相互作用バネ

渡り桁桟橋部 埋立部

 

図3-2 FLIPにおける鋼管矢板井筒及び桟橋杭の 

モデル化(概念図) 
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圧構造物の応答値及び道路橋示方書による橋台基礎の応答塑性率の考え方を参照して、FLIPによるM-φ曲線

の面積の増分を自重解析に足し合わせてφを評価した(図3-3)。 

3-2-3 地震時照査結果 
(1) FLIPによる地震時照査結果 
八戸 439gal地震波及びシナリオ地震波による桟橋なしモデルの護岸天端と桟橋杭位置地盤の変位時刻歴

波形を図3-4に、残留せん断ひずみ分布と残留変形図を図3-5に、鋼管矢板の曲げモーメントと曲率の分布

を図3-6に示す。また、護岸天端と桟橋の最大相対変位(支承・伸縮装置部の変位)を表3-3に示す。表中の

桟橋なしモデルの値は、FLIP（桟橋なしモデル）による桟橋杭位置の地盤の変位時刻歴を、別途作成した桟

橋の骨組みモデルに地盤ばねを介して入力して算出した変位に基づいて求めたものである。 

護岸天端の変位時刻歴波形（図 3-4）より、地震時に護岸は桟橋側に向かって変位し、最終的な残留変位

は八戸439Galで66cm、シナリオ地震時で218cmである。鋼管矢板の損傷については、図3-6に示されるよ

うに八戸439Galでは弾性範囲内に収まっており、また、シナリオ地震時では降伏曲率を越えるものの局部座

屈曲率以下であり、損傷レベル３以下という照査基準に対して実際には損傷レベル２で収まる設計とした。

また、表3-3より護岸と桟橋の縮小方向の最大相対変位は八戸439Galで60cm、シナリオ地震時で197cmで

● FLIP初期応力解析(①)＋FLIP動解増分(②)     ●弾粘塑性自重解析(③)＋FLIP動解増分(②) 

 

合成結果 

M 

φ 
FLIP（初期応力） FLIP（動解後） 

M 

φ 
① 

② 

②＝②（同じ面積） 

弾粘塑性解析 

（自重解析） 

③ 

② 

 

図3-3 自重解析結果と足し合わせ曲率の算定イメージ 
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(八戸439Gal)                 (シナリオ地震) 

図3-4護岸と桟橋杭位置地盤の変位波形 

   -0.50     -0.45      -0.40      -0.35      -0.30     -0.25      -0.20      -0.15      0.10       0.05       0.00      0.05      0.10
桟橋位置地表面変位 

水平：-64.8cm 
鉛直：-9.9cm 

護岸天端変位 

水平：-65.7cm 

鉛直：-0.2cm 

   

   -0.50     -0.45      -0.40      -0.35      -0.30     -0.25      -0.20      -0.15      0.10       0.05       0.00      0.05      0.10
桟橋位置地表面変位 

水平：-187.2cm 
鉛直：-25.5cm 

護岸天端変位 

水平：-217.7cm 

鉛直：-1.1cm 

 

(八戸439Gal)                 (シナリオ地震) 

図3-5 残留せん断ひずみ分布と残留変形図 

最大変位：83cm 

残留変位：66cm 

最大変位：239cm 

残留変位：218cm 
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ある。八戸439Galに対しては支承・伸縮装置

の可動量で吸収する設計とし、シナリオ地震

時には渡り桁と伸縮装置が衝突することにな

るが、これに対しては以下に述べる対応とし

た。 

(2) シナリオ地震時の護岸変位に対する対応 
シナリオ地震時には護岸変位によって伸

縮装置と渡り桁が衝突することから、本体構

造物である渡り桁や上部構造が落橋・崩壊す

るといった致命的な被害が生じるのを防ぎ、

かつ復旧可能な限定的な損傷にとどめること

を目的として伸縮装置の台座コンクリートに

地震時の衝突によって壊れるノックオフ機能

を導入した。上部構造のPC桁と伸縮装置台座

コンクリートは鉄筋でつながっておらず、地

震時の衝突により台座コンクリートが滑動す

ることによって過大な衝突荷重が本体構造物

に作用しないように配慮した。 

4. 接続部上部構造の変更と実施設計の概要 
4-1 基本設計からの変更 
上部構造の基本設計断面と実施設計断面を図4-1に示す。基本設計断面は直立護岸構造であったため、波

の打上りによる渡り桁の揚圧力作用や、波の反射による重複波の影響で接続部近傍の桟橋ジャケットにカバ

ープレートが取付けられない等の問題点があった。そこで、護岸から反射波を小さくし、上記のような問題

点を解消するため、異方性の小さい円柱スリットを用いた消波護岸構造に変更し最適化を図った。また、接

続部護岸構造の最適化によって井筒幅（頂版幅）が拡幅し現場打ちコンクリートの数量が増大したことから、

現場作業を軽減するためスリット柱や上部PC桁のプレキャスト化を行った。また、背面壁は鋼管矢板を本設

利用することによって背面壁と埋立側鋼管矢板の位置を一致させ、背面固化処理土の沈下に追従できる構造

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（八戸439gal）                     （シナリオ地震） 

図3-6  鋼管矢板の曲げﾓｰﾒﾝﾄと曲率分布 

表3-3 護岸と桟橋の最大相対変位 

 相対変位 桟橋なしモデル 桟橋ありモデル 

伸張方向 7.6 cm 6.1 cm 
八戸439Gal 

縮小方向 58.9 cm 60.1 cm 

伸張方向 1.1 cm 3.0 cm 
シナリオ地震 

縮小方向 197.1 cm 180.0 cm 

 

 

H.W.L AP+2.10

L.W.L AP±0.00

守るべき本体構造物 
①渡り桁 

伸縮装置（ノックオフ構造） 
地震時の衝突によってコンクリート

架台が上部構造 PC 桁上を滑動す

ることにより、渡り桁や上部構造に

作用する荷重を低減する。 

守るべき本体構造物 
②接続部上部構造 

護岸変位 

(シナリオ地震) 

衝突 

渡り桁変位 護岸天端変位 

護岸が桟橋側へ

せり出す 

アスファルト安定処理 

 

図3-7 伸縮装置に採用したノックオフ構造 
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基本設計断面 実施設計断面 

 

①直立壁構造 

変形 

②固化処理土の 
引っかかり 

沈下 

③埋立部の舗装構造を採用 

頂版 

 

 

沈下 

頂版 

防砂シート 

防食コンクリート 

変形 

③路盤・路床材料の変更 

①消波構造への

変更 

②背面鋼管矢板を

本設利用 

 

図4-1 接続部上部構造の基本設計から実施設計での変更点 

4-2 水理実験による検証 
4-2-1 水理実験による消波構造の最適化 
 消波構造への変更に当たっては、２次元水理模型実験を実施し

てスリット形状(角柱、円柱)、開口率などをパラメータとして、

反射率ができるだけ小さくなるようスリット構造の最適化を図っ

た。水理実験から得られた反射率を表4-1に、実験状況を写真4-1

に示す。実験の結果、スリット柱形状として円柱(φ1200)、開口

率 33%を採用した。接続部ではＳ方向からの波が卓越し護岸に対

して斜め入射となるため、方向性の影響の少ない円形スリットの

方が有効であると考えられる。 

4-2-2 消波構造の採用による効果 
消波構造の採用による効果を以下に示す。 

① カバープレートを桟橋部全体に設置することができるよう

になり、桟橋部の耐久性が向上する。 

② 渡り桁への揚圧力の作用が少なくなり、渡り桁の安全性が

高まる。 

③ 供用時の反射波が低減され、航行する船舶への影響が軽減

される。 

④ 反射波の低減により周辺の水域環境への影響が軽減される。 

 
（直立護岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（スリット式消波護岸） 

写真4-1 スリット護岸の実験状況 

（暴風時H1/3=4.15m、H.H.W.L. AP+4.0m） 

表 4-1 水理実験による護岸反射率の計測結果 

波反射率 

スリット式消波護岸 条件 
波高 

(m) 

周期 

(sec) 

潮位 

(m) 直立護岸 
角柱･開口率50% 円柱･開口率33% 円柱･開口率50% 

H.H.W.L A.P. +4.0 0.775 0.511 0.470 0.614 

H.W.L. A.P. +2.1 0.741 0.407 0.396 0.518 暴風時 4.15 8.3 

L.W.L. A.P.±0.0 0.655 0.352 0.371 0.405 

供用時 1.97 5.9 M.W.L. A.P. +1. 2 0.730 0.442 0.385 0.531 
 

背面壁 
遊水室 

スリット 
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4-3 上部構造の設計方針 
上部構造は、RC構造およびPC構造で十分な強度を有する構造とし、エポキシ樹脂塗装鉄筋の使用により

100年間の耐久性を確保しメンテナンスフリーとなるよう設計した。各部材の設計方針及び耐久性照査の方

針を図4-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-2 上部構造の各部材の設計方針及び耐久性照査方針 

 

4-4 設計フローと設計結果 
上部構造の設計フローを図4-3に、検討モデルを図4-4に示す。滑走路方向の設計には2次元骨組みモデ

ル、滑走路直角方向の設計には3次元モデルを用いた。航空機荷重、地震荷重、波力等の設計荷重による発

生断面力に対して部材の安全性を確保するよう設計を行った結果、PC桁については航空機荷重載荷時で、そ

れ以外の部材については地震時で断面が決定した。また、塩害に対する耐久性照査、航空機の繰返し載荷や

波浪に対する疲労照査も行い、許容値を満足することを確認した。 

耐久性照査方針 

腐食性環境の区分と許容ひび割れ幅 

 
PC部材 
(紫部) 

飛沫帯 
(赤線部) 

気中部 
(緑線部) 

海水中 
(水色線部) 
土中(青線部) 

腐食性 
環境 

- 
特に厳しい 
腐食性環境 

腐食性 
環境 

一般環境 

使用鉄筋 エポキシ樹脂塗装鉄筋 普通鉄筋 
コ
ン
ク
リ
ー

ト
部
材 

曲げひび 
割れ照査 
(許容曲げひ
び割幅) 

ひび割れ
(引張) 
なし 

0.0035C*1 
鉄筋 0.005C*1 
PC鋼材 0.004C*1 

鋼材 腐食代 ─ 0.02mm/年  

 塩化物イオン濃度の区分 

 
飛沫帯 
(赤線部) 

気中部 
(緑線部) 

海水中 
(水色線部) 
土中 
(青線部) 

防錆対策 エポキシ樹脂塗装鉄筋 
ｺﾝｸﾘｰﾄ表面 
塩化物ｲｵﾝ濃度 

13.0kg/m3 ＊1,2 3.3 kg/m3 ＊1,2 塩
化
物
イ
オ
ン 

濃
度
検
討 

鋼材腐食 
発生限界濃度 

1.2kg/m3 *1,2 

かぶり
70mm*3 

(またはｴﾎﾟｷ
ｼ樹脂塗装
鉄筋を使用) 

 

【設定根拠】＊１；コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会)、＊2；エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コンクリートの設計施工指針(土
木学会)、＊３；港湾の施設の技術上の基準・同解説(日本港湾協会) 

 

2)スリット柱 

1)PC桁 

3)背面壁 

4)接合部・受台 

5)アンカーフレーム 

・ PC 部材として設計し、
活荷重載荷時にフル
プレストレスとする。 
(f’ck=80N/mm2) 
・ PC 鋼棒と鉄筋はエポ
キシ樹脂塗装鉄筋とし
て耐久性を照査する。 

・ 発生断面力に対しては鋼管矢板
のみで負担させ、中詰コンクリー
ト及び腐食防止コンクリートは無
視する(f’ck=30N/ mm2)。 

・ 鋼管矢板は鋼管腐食防止コンク
リート（最小厚 300mm）をかぶり
コンクリートとして塩害に対する
耐久性の照査を行う。 

・ 鋼管腐食防止コンクリート内には
エポキシ樹脂塗装鉄筋を配置し
ひび割れを防止する。 

・ 鋼管腐食防止コンクリートは高炉
セメント、w/c=45%の密実なコン
クリートとする。 

・ PC桁は活荷重載荷時にフルプレ
ストレスとする(f’ck=50N/mm2)。 

・ 下側鉄筋はエポキシ樹脂塗装鉄
筋として耐久性を照査する。 

・ RC 部材として設計し、接合部
は剛結合とする。 
（f’ck=30N/mm2） 
・ 塩害対策が必要な内面側に
はエポキシ樹脂塗装鉄筋を
使用して耐久性を確保する。 

・ 高炉セメント、w/c=45%の密実
なコンクリートとする。 

・ RC 部材として設計する
(f’ck=30N/mm2)。 

・ 水中部材としての必要
なかぶりを十分に確保
する。 

・ 万一の対策として打継
ぎ目部に止水材を設置
する。 

設計方針 
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 滑走路方向検討モデル(２次元骨組みモデル) 滑走路直角方向検討モデル(3次元モデル) 

概要図 

1,050

1
4
,
22
5

11,550

12,600

 
    *背面バネは、暴風時のみ  

設計荷重 

○自重、上載荷重 
○プレストレスによる2次力 
○背面土圧（常時・地震時） 
○航空機荷重(衝撃・制動) 
○暴風時波力 
○温度荷重 
○地震時慣性力、動水圧  など 

○自重、上載荷重 
○プレストレスによる2次力 
○航空機荷重(衝撃) 
○温度荷重 
○地震時慣性力 など 

図4-4 上部構造の設計に用いた検討モデル 

5. 頂版の設計 
5-1 頂版の構造概要と設計方針 
鋼管矢板井筒護岸の頂版は、桟橋側および埋立側の鋼管矢板とともにラーメン構造を形成し、護岸全体の

一体性を確保する重要な部材である。頂版は部材厚が3.0ｍのRC構造であり、滑走路直角方向に鉄筋を連続

させて護岸全体の一体化を図っている。滑走路方向については常時及び地震時の発生断面力に対し、また滑

走路直角方向の鉄筋については護岸全体を３次元モデルによりモデル化した全体挙動解析 8)による頂版断面

力に対して設計を行った。また、シナリオ地震時の護岸変位に対しては、静的プッシュオーバー解析を行い

十分な耐力を確保していることを確認した。 

5-2 鋼管矢板と頂版の結合部の設計 
頂版と外壁鋼管矢板の結合は鋼管矢板基礎で実績の豊富な鉄筋スタッド方式として、外壁鋼管矢板の拘束モ

 

設計区分設定、荷重算出 

断面設定、部材設定 

断面力算出 

航空機荷重作用条件に応じて設計区分を設定。 

区分①；滑走路・高速脱出誘導路(航空機高速走行) 

区分②；平行誘導路(航空機低速走行) 

区分③；着陸帯(航空機逸走考慮区域) 

区分④；場周道路(自動車荷重作用区域) 

START 

NG 

OK 

NG 

OK 

断面力算出 

不静定力算出 

断面設計 

耐久性照査 

END 

断面設定・部材設定 

滑走路 

方向の設計 
滑走路 

直角方向の設計 

NG 

OK 

 

OK 

動的解析（FLIP）による照査 

耐久性照査 

断面設計 

NG 
疲労照査 

OK 

OK 

NG 

NG 

3 次元全体 

挙動解析 

 

図4-3 上部構造の設計フロー 

PC桁(シェルでモデル化) 

背面壁(シェルでモデル化) 

前面スリット柱(ビーム) 

PC桁 

前面スリット柱 
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ーメント以上の強度を有するスタッド鉄筋（D22）の本数、配置を決定した。また、頂版と隔壁鋼管矢板の杭頭

結合は定着鉄筋により結合する方式（道路橋示方書下部構造編の方法Ｂ）を採用することにより、滑走路直角

方向下筋を切断することなく配置した。 

6. おわりに 
 本報告では、東京国際空港D滑走路の埋立／桟橋接続部の護岸及び上部構造の設計の概要について述べた。

接続部では施工中から計測管理を行い新たな知見が蓄積されていくと期待される。今後とも関係各位のご指

導・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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外壁鋼管矢板結合部 
【構造】 
鉄筋スタッド方式により外壁鋼管
矢板と頂版を剛に結合する。 
【設計方針】 
・ 結合部が鋼管矢板の拘束モ
ーメント以上の耐力を有するよ
うにスタッド鉄筋を配置する。 
・ 道路橋示方書に従ってスタッド
鉄筋量を算出する。 

隔壁鋼管矢板結合部 
【構造】 

定着鉄筋により結合（道路橋示方書の鋼管杭杭頭の結合方法 B）する。 

【設計方針】 

常時、地震時の隔壁杭頭断面力に対して強度を確保出来るよう RC 断面

として設計する。 

外壁鋼管矢板中詰コンクリート 

【構造】 
頂版以深の鋼管矢板への応力集中を防止すし鋼管矢板の応力伝達を円
滑にするために、頂版厚の 2 倍の範囲までコンクリートを充填する。 

頂版コンクリート本体 
【構造】 

部材厚 3.0ｍの RC 構造とし、護

岸法線方向に一体で構築する。 

【設計方針】 

・ 常時、地震時の発生断面力に

対して強度を確保出来るよう

に鉄筋を配置する。 

・ ３次元全体挙動解析による断

面力に対して横断方向の鉄筋

量を決定する。 

・ シナリオ地震に対しては静的

プッシュオーバー解析により

耐力照査を行う。 

・ 常時水中部材であるため普通

鉄筋を使用し必要なかぶりを

確保する。 

 

図5-1 頂版の構造概要と設計方針 


